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国立研究開発法人日本医療研究開発機構の 

中長期目標（第２期）等の変更について 

 

○令和３年度補正予算や「ワクチン開発・生産体制強化戦略」（令和３

年６月１日閣議決定）の策定等の状況変化を踏まえ、以下のような

観点から AMED第２期中長期目標・計画を変更する必要性がある。 

 

 ①国立研究開発法人日本医療研究開発機構法第 17 条の２の規定に

より、基金事業を実施する際には、主務大臣が中長期目標におい

て定める必要があるところ、令和３年度補正予算における基金事

業の実施にあたり中長期目標上明記する必要がある。 

・ワクチン・新規モダリティ研究開発事業（内閣府所管） 

・ワクチン開発のための世界トップレベル研究開発拠点の形成

（文部科学省所管） 

・創薬ベンチャーエコシステム強化事業（経済産業省所管） 

 ②令和３年６月１日に閣議決定された「ワクチン開発・生産体制強

化戦略」を中長期目標等上位置付ける必要がある。 

 ③その他所要の修正 

 

 

○今後のスケジュール予定 

 令和４年２月 

 総務省独立行政法人評価制度委員会（評価部会） (意見聴取・目標) 

財務大臣協議(中長期目標) 

健康・医療戦略推進本部(意見聴取・目標) 

中長期目標の変更・指示 

  

令和４年３月 

中長期計画の変更認可申請 

財務大臣協議（中長期計画） 

中長期計画の変更認可 

  

資料１ 
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（参考）参照条文 

○独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）（抄） 

（中長期目標） 

第三十五条の四 主務大臣は、五年以上七年以下の期間において国立研究開発法人が達成すべ き業務

運営に関する目標（以下「中長期目標」という。）を定め、これを当該国立研究開発法人に指示するととも

に、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ （略） 

３ 主務大臣は、中長期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、委員会の意 見を聴か

なければならない。 

４ 主務大臣は、前項の規定により中長期目標に係る意見を聴こうとするときは、研究開発の事務及び事業

（軽微なものとして政令で定めるものを除く。第三十五条の六第六項及び第三十五条の七第二項におい

て同じ。）に関する事項について、あらかじめ、審議会等（内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第

三十七条若しくは第五十四条又は国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する

機関をいう。）で政令で定めるもの（以下「研究開発に関する審議会」という。）の意見を聴かなければなら

ない。 

５～６ （略） 

 

（財務大臣との協議） 

第六十七条 主務大臣は、次の場合には、財務大臣に協議しなければならない。 

一 （略） 

二 第三十五条の四第一項の規定により中長期目標を定め、又は変更しようとするとき。 

三～七 （略） 

 

○国立研究開発法人日本医療研究開発機構法（平成二十六年法律第四十九号）（抄） 

（基金の設置等） 

第十七条の二 機構は、主務大臣が通則法第三十五条の四第一項に規定する中長期目標において第十六

条各号に掲げる業務のうち科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第二十七条の二第一項

に規定する特定公募型研究開発業務として行うものに関する事項を定めた場合には、同項に規定する基

金（以下この条及び次条において「基金」という。）を設け、次項の規定により交付を受けた補助金をもって

これに充てるものとする。 

２～３ （略） 

 

（中長期目標等に関する健康・医療戦略推進本部の関与） 

第二十条 主務大臣は、通則法第三十五条の四第一項の規定により中長期目標を定め、又は変更しようと

するときは、あらかじめ、健康・医療戦略推進本部の意見を聴かなければならない。 

２ 主務大臣は、通則法第三十五条の七第一項の規定による検討を行うに当たっては、あらかじめ、健康・医

療戦略推進本部の意見を聴かなければならない。 


